競争入札参加資格審査申請書（物品・役務等）

年　　月　　日

飯綱町長　　様

郵便番号　
住　　所　
電話番号　
FAX番号　
E-mail　　
申請者　　　
フリガナ

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　 　　　　印

飯綱町が発注する物品の製造の請負及び買い入れ、役務等の競争入札に参加する資格の審査を申請します。

なお、申請書類及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

営業種目

	大分類
	中分類
	中分類の内訳
	左のメーカー名

	番号
	種別
	番号
	種別
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）大分類・中分類の欄は「営業品目区分表」の業種を選び、番号と種別を記入し、中分類の内訳の欄は具体的な品目を記入すること。
営　業　概　要
	創業
	現組織への変更
	営業年数

	
	
	


１．営業年数
	資本金額
	千円


２．自己資本額　　
	年間売上高
	前々事業年度
	直前事業年度

	
	自　 年　　月　　日

至　 年　　月　　日
	自　 年　　月　　日

至　 年　　月　　日

	
	千円
	千円


３．年間売上高　　
	流動資産の額Ａ
	流動負債の額Ｂ
	流動比率Ａ／Ｂ×100

	
	
	


４．経営比率　　　
	　人（うち技術　　　　　　　人）


５．従業員数　　　
６．機械設備額

	機械名
	機能
	台数

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	機械設備の額
	取得原価
	減価償却累計額
	現在価格

	
	千円
	千円
	千円


	支店・営業所名
	郵便番号
	住所（所在地）
	方書

	
	
	
	

	受任者役職
	受任者氏名
	電話番号
	FAX番号

	
	
	
	

	　E-mail ： 


	許可・認可等の名称
	許可・認可番号
	許可・認可年月日

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（注）物品の製造の請負の登録を希望する者は必ず記入する。

７．営業上の許可・認可等

８．支店・営業所等への委任の有無
	申請書記載担当者
	所属

氏名
	
	電話
	


　

　(注) この欄は申請者の内容を説明できる担当者であること。
官公庁等物品納入経歴書（令和　年度）


（物品の種類：　　　　　　　　　）
	注文者
	物品（業務）名等
	工事場所のある都道府県名
	納入代金の額

（千円）
	納入年月


	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


≪記載要領≫

１　この表は、営業種目の中分類の種別ごとに作成すること。

２　この表は、審査基準日直前２年間の主な納入実績について記載すること。

様式第11号（第６条関係）

誓　　約　　書
　　年　　月　　日
飯綱町長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商　号又は名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　職　氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　
　令和５・６年度　飯綱町物品・役務等に係る入札参加資格審査の申請にあたり、下記の内容について誓約します。
　

記
１　現在及び今後、上記資格有効期間終了時まで飯綱町暴力団排除条例（平成23年12月22日条例第
　21号）第2条第2号に規定する暴力団員又は同条例第6条第1項に規定する暴力団関係者でないこと。
２　現在及び今後、上記資格有効期間終了時まで飯綱町建設工事等入札参加資格者に係る入札参加　停止措置要領（平成24年４月1日内規）別表第3に掲げる措置要件に該当しないこと。
３　この誓約について虚偽であったことが判明した場合又はこの誓約に反した場合は、当方が不利　益を被ることとなっても、異議は一切申し立てないこと。
４　貴職から求めがあれば、当方の役員等名簿（生年月日を含む）を提出し、これらの書類から確
　認できる個人情報を貴職が長野県警察本部に提供することに同意すること。

【誓約書記載に係る参考資料（※提出不要）】
○誓約書、下記１に係る飯綱町暴力団排除条例（平成23年12月22日条例第21号）第2条及び第6条関係

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１)　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。
(２)　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
（町の事務及び事業における措置）
第６条　町は、公共工事その他の町の事務又は事業（以下「町の事務事業」という。）により暴力団を利することとならないよう、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団関係者」という。）を町が実施する入札に参加させないこと、その他の必要な措置を講ずるものとする。
○誓約書、下記２に係る飯綱町建設工事等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成24年４月1日内規）別表第３関係
別表第３（第１条、第３条、第６条関係）　　　暴力団との関係に基づく措置基準 
	措置要件
	期間

	暴力団関係
	１　代表役員等、一般役員等が暴力団であると認められるとき、又は暴力団又は暴力団員が入札参加資格者の経営に実質的に関与していると認められるとき
	当該認定をした日から１年を経過し、改善されたと認められるまで

	
	２　代表役員等、一般役員等又は入札参加資格者の経営に実質的に関与している者が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に侵害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき
	当該認定をした日から
３か月以上９か月以内

	
	３　代表役員等、一般役員等又は入札参加資格者の経営に実質的に関与している者が、いかなる名義をもってするを問わず、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき
	当該認定をした日から
２か月以上６か月以内

	
	４　代表役員等、一般役員等又は入札参加資格者の経営に実質的に関与している者が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき
	当該認定をした日から
２か月以上６か月以内

	
	５　町が発注した建設工事等の施工において、下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が本表１から４までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき
	当該認定をした日から
２か月以上６か月以内


(注)　営業年数は、創業年月日として記入した日を起算日とする。





(注)　申請時直前における払込資本金額（個人にあっては元入金額）を記入する。


(注)　 申請時直前２ヶ年（年２回の決算の場合は２期分を合計して１年分とする。）の決算における売上高を記入する。











(注)　 申請時直前の決算における流動比率を記入する。








(注)　 申請時に事業に従事する職員を対象とし、従業員数の中には代表者及び常勤役員も含める。





参考様式








